
社会福祉法人にんじんの会

グループホームにんじん・西恋ヶ窪

◆ 当施設のサービスについての相談・苦情窓口
① サービス相談・苦情窓口 担当者 ： 事業所長　栗原　美幸

電話番号　　０４２－３２１－３１２０
※（受付時間　　月～金曜日　　９：００～１７：００）

② その他
当事業所以外に、区市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。
国分寺市　高齢福祉課　介護保険係 電話番号　０４２－３２１－１３０１
東京都国民健康保険団体連合会　相談窓口 電話番号　０３－６２３８－０１７７
「苦情解決の仕組み指針」に基づく第三者委員
・ 山岡　義典（法政大学現代福祉学部教授） 電話番号　０４２－７８３－２８３０

　
　・ 石井　正子（薬剤師） 電話番号　 ０９０－２６６２－３４９５  

※　ご不明な点は、何でもお尋ね下さい。

◆ 当法人の概要
名称、法人種別 ： 社会福祉法人にんじんの会
代表者役職、氏名 ： 理事長　　　中村　秀一
本部所在地、電話 ： 東京都国分寺市西恋ヶ窪１－５０－１

電話　　　０４２－３００－６０３５

◆ 当事業所の概要
（1） 事業の目的及び運営方針

① 当事業所は、利用者の有する能力に応じ、可能な限り地域社会において自立した日常
生活を営むことができるよう、認知症対応型共同生活介護計画に基づき、個々の利用者に
最も適切なサービスを提供するものとする。

② 事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立っ
てサービスの提供に努めるものとする。

③ 当事業所は、明るく家庭的雰囲気を保持し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を
行い、関係自治体、居宅介護支援事業者、保健医療福祉サービス事業者等との連携を
密にし、利用者を総合的に支援するよう努めるものとする。

（２） 事業所について
１３９３１００２５８
グループホームにんじん・西恋ヶ窪
東京都国分寺市西恋ヶ窪１－５０－１
１８名

介護保険事業者番号
事業者名
所在地

利用定員

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護

重要事項説明書

1　/　9 GH重説（20240626）



（３） ホームの職員体制

（４） 設備の概要
① 建物構造・面積 鉄骨３階建て７９６．８４㎡のうち　２階、３階フロア　各約２６０㎡
② 居室の数と面積 各フロア個室９室　　1室約９㎡　洗面台あり
③ トイレの数 各フロア　３ヶ所
④ 浴室の数と種類 各ユニット　１ヶ所　（一般浴槽）
⑤ 台所 各フロア　１ヶ所
⑥ 食堂 各フロア　１ヶ所
⑦ 居間 各フロア　１ヶ所

◆ 当ホームの特徴等
（１） 利用者様の人格を尊重し、一人ひとりの能力に応じた生活が営めるように認知症対応型共同

生活介護計画を作成し、サービス提供に努めます。
（２） 利用者様またはそのご家族様に対し、サービス内容および提供方法についてわかりやすく説明い

たします。
（３） 適切な介護技術をもってサービスを提供いたします。
（４） 利用者様または他の利用者様等の生命又は身体を保護するため、緊急時や、やむを得ない場合

を除き身体拘束は行いません。また、身体拘束適正化のため身体拘束の指針を整備し、委員会の
開催と定期的な研修を行いながら介護職員その他の従業者に周知を図ります。

（５） 適時の職員研修を行い、サービスの質の向上に努めます。

◆ サービスの内容
（１） 食事 一人ひとりの能力や好み等に応じた食事を提供します。

可能な場合は献立作りや買い物、調理に参加し、食事を楽しめるよう支援します。
（２） 入浴 家族的な浴槽にて、利用者様の持てる能力の維持に応じた介助を行います。
（３） 外出 一人ひとりの能力に応じ、買い物、散歩等にでかけます。
（４） 生活の相談 利用者様の相談に応じ、必要な助言その他の援助を行います。
（５） 健康の管理 かかりつけ医と連携をとり、看護職員・介護職員が健康管理に努めます。
（６） 金銭の管理 原則、現金や貴重品はお持ちにならないでください。

買い物等の際は施設で立替いたします。

資　格

認知症対応型サービス管理者研修

計画作成担当者 介護支援専門員または実践者研修

初任者研修・ヘルパー２級
なし

介護職員等
介護福祉士

管理者

員数

1名（兼務）

1名（兼務）

７名以上
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◆ サービス利用料金

（１）利用料金

お支払いいただく料金の単価は下記のとおりです。

介護保険適応外利用料金（全額自己負担額）

介護保険適応時自己負担額（１割負担額）

介護保険適応時自己負担額（２割負担額）

介護保険適応時自己負担額（３割負担額）

注2）利用料10割のうち、利用者負担額（1割）の計算方法については、

　【10割分の額-{10割分の額☓0.9（1円未満切り捨て）}】となります。

３割（円）

10.68注1）当事業所における地域区分単価は１単位＝ 円となります。

２割（円）

全額（円）

１割（円）

上段：1割負担

中段：2割負担

下段：3割負担

介護保険
適用時の
1日負担額

（円）

1ヶ月金額
（３０日として）

（円）

サービス内容

26,040868

1,797

項目

要介護３ 812

要介護２

介護区分 単位／1日

基
本
料
金

要支援２ 749

要介護１ 753

788

要介護５ 845

要介護４ 828

要介護１ 781

短
期
利
用

要支援２ 777

要介護３ 841

要介護２ 817

要介護５ 874

要介護４ 858 1,833

1,867

1,683 50,490

2,525 75,750

2,653 79,590

1,600 48,000

2,400 72,000

805 24,150

800 24,000

52,050

2,602 78,060

1,609 48,270

2,413 72,390

885 26,550

1,769 53,070

842 25,260

1,735

903 27,090

1,805 54,150

2,708 81,240

1,660 49,800

2,490 74,700

835 25,050

830 24,900

1,669 50,070

2,503 75,090

873 26,190

52,350

2,618 78,540

899 26,970

53,910

2,695 80,850

917 27,510

※当ホームの地域区分は３級地となるため、
ご利用所定単位数の合計に１０．６８を乗算し
た額になります。

※負担額は小数点以下の計算の関係で実際
の金額と若干異なる場合があります。

1,745

54,990

2,749 82,470

934 28,020

56,010

2,801 84,030
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項目

介護保険
適用時の
1日負担額

（円）

12,840

641 19,230

1ヶ月金額
（３０日として）

（円）

介護区分 単位／1日

上段：1割負担

中段：2割負担

下段：3割負担

428

81 2,430

夜間支援体制加算
（Ⅱ）

25

27 810

54 1,620

入退時費用
（1月に6日まで）

246

263

若年性認知症
受入加算

120

526

789

257 7,710

看取り介護加算1
（死亡日以前31～45日）

72

77

154

231

看取り介護加算2
（死亡日以前4～30日）

144

154

308

462

看取り介護加算3
（死亡日以前2日及び3

日）
680

727

1,453

2,179

看取り介護加算4
（死亡日）

1,280

1,367

2,734

4,101

64

96

協力医療機関
連携加算

1
100

107

初期加算
（３０日まで）

30

32

医療連携体制加算
Ⅰ（イ）

57

61 1,830

協力医療機関
連携加算

2
40

122 3,660

183 5,490

医療連携体制加算
Ⅰ（ロ）

47

51 1,530

101 3,030

151

6 180

医療連携体制加算
Ⅰ（ハ）

37

40 1,200

2,37079

119 3,570

11 330

16 480

退居時情報
提供加算

（1回につき）
250

267

医療連携体制加算Ⅱ 5

534

801

214 6,420

129 3,870

385 11,550

321

43

86

129

医療機関へ退所する入居者について、退所後の医
療機関に対して入居者を紹介する際、入居者等の
同意を得て、当該入居者等の心身の状況、生活歴
等を示す情報を提供した場合に、算定されます。

入居日から30日間加算されます。又、30日以上入
院し退院した場合も同様です。

相談・診療を行う体制を常時確保している協力医療
機関と連携しており、病歴等の情報を共有する会議
を定期的に実施している際に加算されます。

1以外の協力医療機関と連携している場合に算定さ
れます。

事業所職員または他医療機関、訪問看護ステー
ションに在籍する正看護師と連携し、24時間連絡体
制を確保して、入居者が急変あるいは重度化した
場合の対応指針を別途定め、その内容を入居者及
び家族に説明し同意が得られていることで算定され
ます。
（イ）事業所の職員として看護師を常勤換算で１名
以上配置している。
（ロ）事業所の職員として看護職員を常勤換算で１
名以上配置している。
（ハ）事業所の職員として、又は病院、診療所若しく
は訪問看護ステーションとの連携により、看護師を１
名以上確保している。

4,530

認知症行動・心理症状
緊急対応加算

214

200

事業所を構成するユニットの数に夜勤者を追加配
置（2ユニットの場合3名）している際に加算されま
す。

40歳以上65歳未満の若年性認知症のケースを受け
入れ、本人及び家族のニーズに応じたサービスが
提供された場合加算されます。

入居者が、病院又は診療所に入院する必要が生じ
た場合で、入院後3ヵ月以内に退院することが明ら
かに見込まれる際、本人及びその家族の希望等を
勘案しながら退院後再び当グループホームに円滑
に入居することができるよう支援した際に加算されま
す。

入居者本人及び家族の意向を尊重しつつ看取りの
体制を構築し、看取りに向けた手厚い介護の実施
を図ります。医師が医学的見地に基づき「回復の見
込みがない」と診断した入居者に限り、本人または
家族の同意及び他職種（医師・看護師・介護職員
等）協力のもと、利用者にかかる介護計画を作成し
た際に加算されます。
なお、短期利用共同生活介護費を算定している場
合は、算定しません。

算定日が属する月の前３月間において、規定され
た医療処置11項目に該当する状態の入居者が１人
以上である場合に算定されます。

加
　
算

「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短
期利用認知症対応型共同生活介護の利用が必要
であると医師が判断した場合に、７日間を限度に加
算されます。

サービス内容
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項目

介護保険
適用時の
1日負担額

（円）

1ヶ月金額
（３０日として）

（円）

認知症専門
ケア加算

（Ⅰ）
3

4 120

介護区分 単位／1日

上段：1割負担

中段：2割負担

下段：3割負担

7

10 300

855

1,282

428

認知症専門
ケア加算

（Ⅱ）
4

5

9

13

認知症チームケア
推進加算（Ⅰ）
（1月に1回）

150

161

481

428

641

認知症チームケア
推進加算（Ⅱ）
（1月に1回）

385

120

129

生活機能向上
連携加算Ⅱ
（1月に1回）

200

214

生活機能向上
連携加算Ⅰ
（1月に1回）

100

107

栄養管理体制加算
（1月に1回）

30

32

64

口腔衛生管理体制加算
（1月に1回）

30

32

96

64

5

513

口腔・栄養スクリーニング
加算

（６月に１回まで）
20

22

43

64

10

129

400

新興感染症等施設療養費
（月5日まで）

240

257

科学的介護推進体制加算
（1月に1回）

40

43

86

感染対策向上加算（Ⅱ）
（1月に1回）

加
　
算

退居時相談
援助加算
（1回まで）

感染対策向上加算（Ⅰ）
（1月に1回）

32

270

11

214

321

257

321

11

6

22

16

769

390

96

150

210

入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対す
る注意を必要とする認知症状の方の割合が２分の１以
上であること。また、認知症の行動・心理症状の予防及
び出現時の早期対応に資する専門的な研修を修了し
た者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から
成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組ん
でいる場合に算定されます。（Ⅰ）では会議の開催、計
画やケアの定期的な評価、見直しを実施している場合
に算定されます。

PT・OT・ST、医師から助言を受けることが出来る体制を
構築し、機能訓練指導員等が、生活機能向上を目的と
した個別機能訓練計画を作成、ICT等を活用して状態
を把握し助言を行うことで加算されます。

PT・OT・ST、医師が、グループホームを訪問し、計画作
成担当者と身体状況等の評価（身体機能アセスメント）
を共同して行うことで加算されます。

入居期間1ヵ月以上の利用者が退去後、居宅サー
ビスまたは地域密着型サービスを利用するとなった
際、本人及び家族に対し退去後の生活について相
談に応じた場合に加算されます。

日常生活自立度ランクⅢ以上の入居者が入居者総
数の半数以上で、認知症介護の専門研修を修了し
た者が対象者20人につき1人以上配置し、多職種
が共同で介護を実施、また、認知症介護の指導等
を実施していることで加算されます。
（Ⅱ）では事業所で介護・看護職員ごとの認知症ケ
アに関する研修計画を立て、計画に従い、研修の
実施又は実施を予定していることが必要です。

入居者に対し、利用開始時及び利用中6ヵ月ごとに栄養状
態について確認を行い、口腔の健康状態及び栄養状態に
係る情報（医師・歯科医師・管理栄養士等への相談提言を
含む。）を計画作成担当者に文書で共有した場合に加算
されます。

入居者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知
症の状況その他入居者の心身の状況等に係る基
本的な情報を厚生労働省へ提出、必要に応じて計
画を見直すなど情報の活用をしている際に加算さ
れます。

管理栄養士（外部連携含む）が日常的な栄養ケア
に係る介護職員への技術的助言や指導を行うこと
で加算されます。

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生
士の技術的助言及び指導に基づき入居者の口腔
マネジメントに関わる計画を作成している場合に算
定されます。

サービス内容

感染対策において以下の場合に算定されます。
第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応
を行う体制を確保していること。協力医療機関等との間で新興感染症
以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、連
携して適切に対応していること。診療報酬における感染対策向上加
算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地
域の医師会が定期的に行う院内感染対策に関する研修又は訓練に
1年に1回以上参加していること。（Ⅱ）は、3年に1回以上施設内で感
染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けているこ
と。

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相
談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感
染症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該
当する介護サービスを行った場合に算定されます。
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（Ⅰ）

（Ⅱ）

（Ⅲ）

（Ⅳ）

＊ 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われな

い場合があります。その場合は一旦全額自己負担額を頂き、サービス提供証明書を発行いた

します。サービス提供証明書を後日、お住まいの市の窓口に提出しますと、差額の払戻しを受

けることができます。

※　負担額は小数点以下の計算の関係で実際の金額と若干異なります。

【介護保険給付対象外サービスの利用料】 国分寺市家賃等助成事業対象の方

食材料費単価

※　月途中での入退居の場合は自己負担額☓12ヵ月÷365☓途中入居日

※　共益費に含まれるものは概ね次の通りです。

  （共用設備及び備品の維持管理、保守費用・車両等の維持費・清掃委託費等）

家　賃（※生活保護受給者）

食材料費（月額は単価×30）

68,000

共益費※

水道光熱費※

家　賃※

介護職員等
特定処遇改善加算Ⅱ

所定単位の
23/1000

24

サービス体制
強化加算Ⅱ

1ヶ月金額
（３０日として）

（円）

介護区分 単位／1日

上段：1割負担

中段：2割負担

下段：3割負担

サービス体制
強化加算Ⅲ

6

7

加
算

生産性向上推進
体制加算（Ⅰ）
（1月に1回）

100

サービス体制
強化加算Ⅰ

22

介護職員
処遇改善加算Ⅰ

所定単位の
111/1000

生産性向上推進
体制加算（Ⅱ）
（1月に1回）

10 22

32

720

項目

47 1,410

71 2,130

1,170

58 1,740

18

20 600

13

20 600

39

390

210

介護職員等ベースアップ
等支援加算

所定単位の
23/1000

介護保険
適用時の
1日負担額

（円）

介護職員等
処遇改善加算

（令和６年６月～）

所定単位の186/1000

所定単位の178/1000

所定単位の155/1000

所定単位の125/1000

107

214

11

サービス内容

グループホーム介護職員のうち介護福祉士の資格
を有する者の割合が60％以上配置されている際に
加算されます。

321

介護福祉士職員等の処遇改善のために加算です。所
定の要件を満たすことで算定されます。

グループホーム介護職員のうち介護福祉士が50％以上配
置又は全従業員のうち常勤職員の占める割合が75％以上
もしくは勤続7年以上の職員が30％以上配置されている際
に加算されます。

介護職員処遇改善のための加算です。所定の要件
を満たすことで算定されます。

項　目

介護職員処遇改善のための加算です。所定の要件を
満たすことで算定されます。

介護職員処遇改善のための加算です。所定の要件を
満たすことで算定されます。

介護ロボットやICT等テクノロジーの導入後、継続的なテクノロジーの
活用に対して算定されます。
利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減
に関する委員会の開催や安全対策を講じる。生産性向上ガイドライ
ンに基づいた改善活動を継続的に行っている。
（Ⅰ）では見守り機器等のテクノロジーを複数以上導入していること。
（（Ⅱ）では1つ以上）１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果
を示すデータの提供を行うこと。データにより業務改善の取組による
成果が確認されていること。

グループホーム介護職員のうち介護福祉士の資格を有
する者の割合が70％以上配置されている場合、又は勤
続10年以上の介護福祉士が25％以上配置されている
際に加算されます。

53,700 生活保護受給者は対象外

単　価　　（円） 月　額　　（円） 第1段階 第2段階 第3段階① 第3段階②

22,530 43,140

32,420 32,420 47,120 47,120

412 500

1,520 45,600 12,360 15,000

751 1,438

13,000 食費は日額設定（上記金額は日額×30：目安）

18,000

6　/　9 GH重説（20240626）



（２）その他個別にかかる料金

（３）実費でかかる主な料金

オムツ代、医療費、趣味活動費・嗜好品費、理美容代、日用品、個人情報の開示、

福祉用具（杖、歩行器、車イス、センサー類等）、退居時居室清掃料などは、個別に実費がかかり

ます。

◆ 入退居の手続き
（１） 入居時

① 入居申込受付書でお申込みください。
② 認知症であり、介護保険で要支援２もしくは要介護１～５の認定を受けていることが入居の条件

となります。
（２） 退居時

① ３０日の予告期間をおいて文書で通知いただくことで、契約を終了することができます。
② 利用者様が介護保険施設に入所された場合、介護保険の要介護認定区分が非該当もしくは

要支援１になった場合、及びお亡くなりになった場合は自動的に契約が終了し退居となります。
③ 利用者様がサービス利用料金の支払いを３０日以上遅延し、利用金を支払うように催告したに

もかかわらず、１０日以内にお支払いいただけない場合には、契約終了し退居となります。
④ 利用者様が病院または診療所等に入院し、明らかに３０日以内に退院できる見込みがない場

合または３０日を経過しても退院できないことが明らかな場合は退居となります。
⑤ 利用料の内、看取り加算に関わる料金については、退居の翌月にお亡くなりになった場合、

退居月の翌月以降に一部負担金の請求が発生する場合があります。
⑥ 利用者様の退居後医療機関へ入院した場合（亡くなった場合も含む）、医療機関等と円滑に

情報を共有する為に、利用者様本人の健康状態について情報を尋ねたり伝えたりすることが
あります。

⑦ 利用者様が、事業者やサービス従事者または他の利用者様に対して、迷惑行為を行った場
合や、暴力行為等により、共同生活を営むことが難しいと判断した場合は、契約終了し退居と
なります。

⑧ 事業者の倒産、当施設の閉鎖または縮小により、契約を終了せざる得ない場合、退居となりま
す。

⑨ 利用者様との信頼関係が喪失した場合、契約を終了し、退居いただく場合があります。
⑩ 利用されました居室内の清掃（業者によるクリーニング）を行い、費用をご負担いただきます。

また原状回復に要する費用が発生する場合には、その費用をご負担いただきます。
⑪ 退居時には、敷金の全額を無利息で返還いたします。但し、利用料金等の滞納や、原状回復

に要する費用、居室内の清掃料は敷金から差し引かせていただきます。その場合には、差し
引き内容を明示します。

預り金管理費 100円/日 3,000

個人情報の開示 コピー代金10円/枚

136,000

電化製品使用料金 3,000

敷金

項　目 単　価　　　　　（円）月　額　　　　　（円）
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◆ ホーム利用の留意事項
（１） 円滑な共同生活

共同生活が円滑に営めるようにお互いの親睦に努めさせていただきます。
（２） 面会

面会は、原則として自由に行っていただけます。但し、起床時間前や消灯時間以降のご面会は職
員にご相談ください。

（３） 飲酒・喫煙
お酒・たばこは、持ち込み可能ですが、事故防止のため、酒・たばこ・ライターは職員でお預かりい
たします。たばこは、決められた喫煙場所でお願いいたします。なお、医師の指示により飲酒、喫煙
が制限される場合には、指示をお守りいただきます。

（４） 所持品の持ち込み
衣類や洗面用具、寝具、整理ダンス、テーブル等、日常生活に必要なものをご持参ください。

（５） 設備・器具の利用
居室および共用施設、敷地をその本来の用途にしたがって大切にご利用ください。故意に、又は
わずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、汚したりした場合には、
利用者様に自己負担により原状に復していただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合が
あります。

（６） 医療の継続について
医療費は実費負担になります。
医療処置を継続する場合、原則としてかかりつけ医への受診をお願い致します。その際の受診は
ご家族様による介助をお願い致します。

（７） 外出・外泊
ご家族様と同伴で自由に外出・外泊ができます。但し、外泊については最長６日間でお願いしま
す。尚、安全については十分配慮しておりますが、開放的な建物の構造上、無断での買い物・外
泊での事故については、当法人では責任を負いかねますので、ご了承ください。

（８） 金銭管理
金銭、貴重品は、お持ちにならないでください。

（９） 宗教
施設の職員や他の利用者様に対し、迷惑をおよぼすような宗教活動や政治活動、営利活動は行
えません。

（10）事故防止
事故を予防するため、当施設では職員教育及び設備・環境整備等、最大限の努力を行っておりま
す。しかし、転倒等の事故を完全に防げるものではありませんのでご了承ください。

◆ 緊急時の体制
利用者様に容体の変化等があった場合は、医師に連絡する等必要な処置を講ずるほか、ご家族様に
速やかに連絡いたします。又、救急車の対応の措置を講じる場合もあります。

◆ 秘密の保持と個人情報の保護について
（１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生
労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いの
ためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする
上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。
④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、
従業者との雇用契約の内容とします。

（２）個人情報の保護について
① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、

利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め
文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、
電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも
第三者への漏洩を防止するものとします。
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◆ 事故防止及び発生時の対応方法について

事故を予防するため、当事業所では職員教育及び設備・環境整備等、最大限の努力を行って
おります。しかし転倒等の事故を完全に防げるものではありませんのでご了承下さい。
利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、区市町村、利用者の家族に連絡を
行うとともに、必要な措置を講じます。
また、事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の
生命・身体・精神・財産・名誉等に損害を及ぼした場合には、事業者が加入している損害賠償保険の
範囲内で、その損害を賠償します。

◆ 虐待防止のための措置

当事業所は、利用者の人格を尊重する視点に立ったサービスに努め、虐待の発生及び再発を
防止するため、下記に掲げる措置を講じる。
　一　虐待の防止に係る対策を検討するための委員会を定期的に開催するとともに、その
　　　結果について、従業者に十分に周知する。
　二　虐待の防止のための指針を整備する。
　三　従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。
　四　前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。
　五　利用者が虐待を受けている恐れがある場合はただちに区市町村へ報告する。
2　前項第一号に規定する委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

◆ ハラスメント防止のための措置
当事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場における性的な言動、または優越的な
関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの、及び利用者等からの悪質な
クレームや不当な要求・性的な言動等により、職員等の就業環境が害されることを防止するための明確
化等の必要な措置を講じます。

◆ 非常災害対策
（１） 災害・非常時の対応

消防法令に基づき、災害・非常時に備えて、防火責任者を選任し、消火設備、非常放送設備等必
要な設備を設けております。

（２） 防災訓練
消防法令に基づき、非常災害等を想定し、職員等が参加する消火、通報、及び避難訓練などの自
衛消防訓練を年1回以上実施します。

（３） 防火責任者 寺脇　幹彦

◆ サービスのご利用の参考項目
　

男性介護職員の有無 従業員への研修の実施
時間延長の有無 サービスマニュアルの作成○ ○

事　項 有無 事　項 有無
○ ○

○
2024年2月26日 評価結果の開示状況 とうきょう福祉ナビゲーションにて開示

第三者評価機関名 一般社団法人　消費生活総合サポートセンター
直近の第三者評価実施年月日

第三者評価の実施状況 有 看護師との２４時間連絡体制

9　/　9 GH重説（20240626）


